
（証券コード：3504）
平成28年６月13日

株 主 各 位

神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目８番地12

株 式 会 社 丸 八 ホ ー ル デ ィ ン グ ス

代表取締役社長 瀧 口 陽 夫
　

第４回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第４回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいます
ようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記「議決権の代理行使の勧誘に関する
参考書類」をご検討くださいまして、同封の委任状用紙に賛否をご表示、ご押印のうえ、ご
返送くださいますよう、よろしくお願い申し上げます。

敬 具

記

１．日 時 平成28年６月28日 火曜日 午前10時30分
（受付開始 午前10時）

２．場 所 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目８番地12

当社本店 地下１階コットンスクエア（丸八新横浜ビル）
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください）

３．目的事項

報告事項 １．第４期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告
の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第４期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書類
の内容報告の件

決議事項

　議 案 取締役９名選任の件

　
議案の概要は後記「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」（33頁から35頁まで）
に記載のとおりであります。
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４．招集にあたっての決定事項

(1)代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する株主の方に委任する場合に限
られます。なお、代理人は１名とさせていただきます。

(2)議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の３日前までに、議決権の不統一行使
を行う旨とその理由を書面により当社にご通知ください。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際には、お手数ながら委任状用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申し上げます。

◎紙資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。
◎株主総会招集ご通知添付書類のうち、連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別

注記表につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社
ウェブサイト(アドレス http://www.maruhachi.co.jp/)に掲載しておりますので、本
添付書類には記載しておりません。したがって、本招集ご通知に含まれる連結計算書
類及び個別計算書類は、会計監査人が会計監査報告書を、監査役が監査報告書をそれ
ぞれ作成するに際して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◎事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当
社ウェブサイト(アドレス http://www.maruhachi.co.jp/)に掲載させていただきます。

◎株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産のご用意はございません。
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（添付書類）

事 業 報 告
（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済においては、政府による経済・金融政策を受けて企業

収益や雇用情勢が改善したほか、訪日外国人の増加によるインバウンド消費の拡大が見ら

れ、雇用情勢や所得環境の改善など緩やかながら景況感は回復基調で推移いたしました。

しかしながら、中国や新興国の景気が減速し、欧州経済の先行きに不透明感が高まり、為

替相場が円高に転じ始め、これまで輸出企業を中心に牽引してきた経済成長に対する懸念が

強まってきているほか、大手企業の賃上げが前年水準を下回るなどの理由で個人消費が伸び

悩みを見せており、景気の先行きに対する不透明感が増してきております。

当社グループが属する寝具業界におきましては、人々の健康や快眠への関心の高まりによ

り、機能性を重視したマットレス等の寝具の需要が堅調であり、近年において寝具市場全般

を牽引しております。平成27年（１月～12月）の寝具市場規模は４年連続で１兆円台を維持

したものの、前年比4.8％減の１兆760億円（有限会社寝具新聞社調査）と推測されておりま

す。個人消費が伸び悩んでいる中で、生活必需品である寝具市場は概ね堅調に推移している

ものと思われます。

こうした状況の中、当社グループは、企業理念である「人々の健康な生活のためにクオリ

ティの高い眠りの提供に努め企業価値を高めることで社会の進歩と発展に貢献し全社員の成

長と幸福を追求する」に基づき、総合寝具関連企業として、寝具・リビング用品の生産・販

売を積極的に推進し、また、関連サービスの充実にも努めました。
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主力のダイレクトセールスについては、営業人員の確保が売上高伸張に影響するために、

積極的な人材採用に努めましたが、採用環境が売り手市場となったことで営業人員の確保に

苦戦する状況となり、売上は伸び悩みました。一方で、多様化するお客様のニーズに応える

ために、主力製品の寝具以外のリビング用品として、ふとんカバーの刺繍技術を用いたオー

ダーカーテンの生産・販売並びに畳の販売を開始し、商品ラインナップの充実に努めまし

た。

ダイレクトセールス以外の卸売、レンタル、ホテル・旅館向け販売については、国内景気

の緩やかな回復とともに、法人顧客の需要に積極的に応え、業績は好調に推移いたしまし

た。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は22,147,609千円（前期比5.8％増）となりました。

営業利益は、売上高の増加のほか、採用が伸び悩んだことで人件費が抑制されたことを理由

に、2,115,818千円（前期比95.9％増）となりました。また、営業外費用における為替差損

が前期比増加し、経常利益は1,882,209千円（前期比9.3％増）、親会社株主に帰属する当期

純利益は1,397,202千円（前期比11.1％増）となりました。

なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。

(寝具・リビング用品事業)

売上高は21,330,420千円（前期比5.6％増）、営業利益は1,835,074千円（前期比100.5％

増）でありました。

(不動産賃貸事業）

売上高は817,188千円（前期比11.8％増）となり、営業利益については、前期に比べて修

繕費等が減少したことを理由に、280,744千円（前期比70.1％増）でありました。

　

　(2) 設備投資の状況

当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は、336,385千円であります。

寝具・リビング用品事業における主な設備投資は、既存製品のリニューアルに向けた製造

設備の取得52,000千円等であります。

不動産賃貸事業における主な設備投資は、江坂ビル改装工事66,600千円等であります。

　

　(3) 資金調達の状況

　 特記すべき事項はありません。
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　(4) 対処すべき課題

当社グループは、「人々の健康な生活のためにクオリティの高い眠りの提供に努め企業価

値を高めることで社会の進歩と発展に貢献し全社員の成長と幸福を追求する」という企業理

念のもと、製販一体経営の強みを活かし、主力のダイレクトセールス並びに卸売等を強化す

るために、関連サービスを絡めた既存製品の拡販のみならず、新製品・商品の開発にも尽力

してまいります。

近年、羽毛原材料の仕入価格は高騰傾向にありますが、より多くのお客様にクオリティの

高い眠りを提供するために、主力のダイレクトセールスで取り扱っている高付加価値の製品

以外に、卸売、レンタル、ホテル・旅館向け販売において、より手ごろな価格で提供できる

製品の開発をさらに進めてまいります。

また、これらの事業展開に必要な人員確保が不可欠であることから、採用活動を強化して

いくとともに、適正な管理が行き届くよう社員教育を強化してまいります。

（ダイレクトセールス）

① 営業社員平均勤続年数の向上

営業社員の平均勤続年数は、当社グループの製造部門社員、管理部門社員と比べて短い状

況にあります。当社グループでは、努力が公平に反映され、モチベーションアップとなるよ

う社歴・経験・年齢に関係なく、社内基準により昇給・昇格・業績給が得られる評価制度を

採用しておりますが、平均勤続年数の向上に向けて、職場環境の改善に努め、福利厚生の充

実を図ってまいります。

② 営業社員採用の強化

ダイレクトセールスは顧客と直接対面する販売方法であり、営業社員を確保することで初

めて実現するものであるため、業績の維持並びに拡大のためには、営業社員数の維持並びに

増員が不可欠であります。求人雑誌、インターネット媒体を活用し、会社説明会を積極的に

行い、人材採用をさらに強化してまいります。

③ お客様への提案力と接点の強化

営業社員並びに販売代理店にはタブレットＰＣを配布し、お客様への製品・商品のご案内

（カタログ、動画等）に利用しております。また、顧客情報検索機能やお客様情報の登録等

が可能な「丸八ナビゲーター」を導入しております。今後、同ＰＣの機能を充実・強化のう

え、さらにお客様への提案力強化と接点の強化を図ってまいります。
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④ ダイレクトセールス向け新製品・商品の開発

当社グループでは製品企画部門、在庫管理部門、仕入部門等が共同で新製品・商品の提

案、検討を行っております。

　特に寝具新製品の開発にあたっては、人間工学並びに使い心地の研究も必要なため、大学

並びに睡眠時無呼吸症候群専門医療機関とも連携しております。人々の健康と睡眠に対する

関心が高まっており、より一層、お客様の健康に貢献できる製品を開発してまいります。

　また、リビング用品については平成28年３月期より、自社グループ生産のオーダーカーテ

ン並びに畳（外部業者からの仕入れ）の販売を開始しております。今後も、お客様の住環境

向上に貢献できるリビング用品を積極的に開発してまいります。

（販売形態の拡充）

主力のダイレクトセールス以外の販売形態拡充戦略として、卸売、レンタル、ホテル・旅

館向け販売に注力しております。

　また、インターネットで商品を選んだお客様に対して、販売員がご自宅へ伺って商品をお

持ちし、寝心地を確かめていただいたうえで購入いただくウェブサイト「おうちdeまるは

ち」を通じて、幅広い層の顧客開拓を目指しております。

（生産体制）

現在、当社グループでは、羽毛ふとんの側（がわ）生地（注１）加工（刺繍含む）、毛皮

製品の原皮なめし加工等は海外工場（外注先含む）にて行い、羽毛ふとんの羽毛投入（注

２）、羊毛敷きふとんの縫製加工、製品検査等は国内工場にて行っております。

　各販売形態の多様化に応じた製品開発の強化に対応していくために、海外工場と国内工場

との役割分担を適宜見直しつつ、当社グループ全体の生産能力向上・効率化を図ってまいり

ます。

（原材料の調達）

当社グループは、寝具主要原材料である羽毛を、主として中国・東欧から仕入れておりま

す。最近はグースの飼育減少に伴って供給量よりも需要量が大きくなり、仕入価格が上昇傾

向にあります。また、為替相場が円安傾向の場合、仕入価格が上昇する傾向にあります。

　当社グループでは、現地市況の把握や安定した仕入先の確保に努め、一定数の原材料は常

に当社グループ倉庫に保管しておくことで原材料価格の高騰に備えてまいります。
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以上の対処すべき課題に対応すべく、当社は、当社グループ全体の統括会社として、各事

業や国内外への効果的な経営資源の配分を行うことにより、当社グループの企業価値を高め

つつ、持続的な成長と競争力の強化を目指してまいります。

株主の皆様におかれましては、引き続き温かいご支援を賜りますよう、よろしくお願い申

し上げます。

（注１）羽毛等の中綿（なかわた）を包むために縫製されたふとん生地

（注２）縫製されたふとん側生地に羽毛を充填する作業

　(5) 財産及び損益の状況（連結）

年度
項目

平成25年３月期
第１期

平成26年３月期
第２期

平成27年３月期
第３期

平成28年３月期
第４期
（当期）

売 上 高 （千円） ― 19,985,541 20,935,256 22,147,609

経 常 利 益 （千円） ― 2,002,083 1,721,494 1,882,209

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

（千円） ― 1,384,594 1,258,044 1,397,202

１株当たり当期純利益 （円） ― 95.72 87.78 97.60

総 資 産 （千円） ― 53,218,966 55,349,486 54,694,196

純 資 産 （千円） ― 42,249,953 43,592,646 43,849,265

１株当たり純資産額 （円） ― 2,936.32 3,045.09 3,063.02

（注）１．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年
度より、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

　 ２．第２期より連結計算書類を作成しております。
　 ３．平成26年11月４日付で普通株式１株につき20株の株式分割を行いましたが、第２期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

　(6) 重要な親会社及び子会社の状況（平成28年３月31日現在）

　 ① 親会社との関係

当社の親会社は株式会社洋大であり、同社は当社の株式10,599,800株を保有しておりま

す。これは当社の発行済株式総数の63.93％に相当します。

なお、当社と同社との間に取引関係はありません。
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　 ② 重要な子会社の状況

《子会社（中間統括会社）》

会 社 名
資本金
（千円）

出資比率
（％）

主要な事業内容

株 式 会 社 丸 八 真 綿 100,000 100.0 不動産賃貸業務 クレジット業務

株 式 会 社 丸 八 真 綿 販 売 10,000 100.0 ダイレクトセールス管理・統括

株 式 会 社 丸 八 プ ロ ダ ク ト 80,000 100.0
寝 具 ・ リ ビ ン グ 用 品
製 造 ・ 製 品 管 理 卸 売

　
《その他子会社》

会 社 名
資本金
（千円）

出資比率
（％）

主要な事業内容

株 式 会 社 ま る は ち ハ ピ ネ ス 20,000 (100.0)

寝 具 ・ リ ビ ン グ 用 品 販 売

株 式 会 社 ユ メ ッ ク ス マ ル ハ チ 20,000 (100.0)
株 式 会 社 對 間 丸 八 真 綿 10,000 (100.0)
株 式 会 社 岩 本 丸 八 真 綿 10,000 (100.0)
株 式 会 社 池 口 丸 八 真 綿 10,000 (100.0)
株 式 会 社 東 日 本 丸 八 真 綿 50,000 (100.0)
株 式 会 社 ハ ッ チ ー ニ 丸 八 35,000 (100.0)
株 式 会 社 五 十 嵐 丸 八 真 綿 10,000 (100.0)
株 式 会 社 ス マ イ ル ま る は ち 25,000 (100.0)
株 式 会 社 中 部 丸 八 真 綿 10,000 (100.0)
株 式 会 社 Ｉ Ｃ 丸 八 真 綿 30,000 (100.0)
株 式 会 社 清 水 丸 八 真 綿 10,000 (100.0)
株 式 会 社 ボ ー マ 85,000 (100.0) 寝 具 販 売
株 式 会 社 マ ル ハ チ プ ロ 50,000 (100.0) ホテル・旅館業務用寝具販売
株 式 会 社 ハ ッ チ 60,000 (100.0) 寝 具 レ ン タ ル 業 務
株式会社オクトシステムサービス 40,000 (100.0) 情 報 シ ス テ ム 開 発

株 式 会 社 丸 八 製 造 80,000 (100.0)
寝 具 製 造 ・ ク リ ー ニ ン グ ・
リ フ レ ッ シ ュ サ ー ビ ス

株 式 会 社 丸 八 ロ ジ ス テ ィ ク ス 80,000 (100.0) 配 送 ・ 倉 庫 業 務

G L BOWRON & CO LIMITED
7,300千

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド ド ル
(100.0) 毛 皮 製 品 製 造 ・ 販 売

HATCHI (THAILAND) CO., LTD. 150,000千タイバーツ (100.0) 毛 皮 寝 具 製 造
MARUHACHI (QINDAO) TRADING CO., LTD. 400千米ドル (100.0) 貿 易 業 務

HATCHI LAO SOLE CO., LTD. 620千米ドル (100.0) 寝 具 製 造
HATCHI SYDNEY CORPORATION PTY. LIMITED 24,800千豪ドル (100.0) 持 株 会 社

（注）出資比率欄の( )は間接保有によっていることを示しております。
　

　 ③ 特定完全子会社の状況

名 称 住 所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

株 式 会 社 丸 八 真 綿
神奈川県横浜市港北区

新横浜三丁目８番地12
32,065,131千円 36,739,327千円

― 8 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月30日 15時30分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　(7) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

　当社グループは当社と子会社31社で構成されており、寝具・リビング用品事業並びに不動

産賃貸事業を行っております。概要は次のとおりであります。

① 寝具・リビング用品事業

　当社グループは「人々の健康な生活のためにクオリティの高い眠りの提供に努め企業価値

を高めることで社会の進歩と発展に貢献し全社員の成長と幸福を追求する」を企業理念と

し、寝具・リビング用品の製品企画・原材料調達・製造・品質管理・物流・販売・関連サー

ビスを一貫して行っております。

　寝具・リビング用品は、ダイレクトセールス用、卸売用、レンタル用、ホテル・旅館向け

販売用にと、販売形態毎に製造しております。主力製品の羽毛ふとん、羊毛敷きふとん、毛

皮製品（敷きふとん、敷物）については、羽毛ふとんの側（がわ）生地加工（刺繍含む）、

毛皮製品の原皮なめし加工等は海外工場（外注先含む）にて行い、羽毛ふとんの羽毛投入、

羊毛敷きふとんの縫製加工、製品検査等は国内工場にて行うなど、クオリティの高い眠りを

追求した製品を生産するために、原材料の調達・加工から製品の仕上げまでを当社グループ

において一貫して行う体制を持っております。主力原材料である羽毛（グース、ダック）や

羊毛原皮については産地を厳選し、当社グループ工場にて品質検査・除塵・洗浄・殺菌を徹

底しております。なお、羽毛は主に中国、東欧から、羊毛は主にフランスから、ムートン

（注１）は主にオーストラリア、ニュージーランドから調達しております。

　製品企画においては、製品企画部門が営業部門と情報交換を行うほか、お客様に直接、使

用感や意見を聴収することによって、製品の開発及び改良に反映させていくことが可能とな

っております。
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　販売においては、販売員がお客様宅へ伺うダイレクトセールスを主力としております。寝

具・リビング用品は毎日何年も使い続ける生活必需品であり、特に羽毛ふとんは高額品であ

ることもあって、お客様に製品の品質や価格を購入前に十分納得していただきたいと当社グ

ループは考えております。ダイレクトセールスであれば、お客様は自宅で製品の感触や寝心

地を確かめ、販売員の説明を聞きながら購入を吟味することが可能となります。また、ダイ

レクトセールスには特定商取引に関する法律（以下、「特定商取引法」という。）で定められ

たクーリング・オフ制度が適用されます。これは、契約から８日間以内（クーリング・オフ

期間）であれば違約金なしで売買契約の申込みの撤回又は解除ができる制度であります。当

社グループでは、クーリング・オフ期間を特定商取引法で定められた期間より更に２日間長

い10日間以内としております。お客様は製品の購入契約後に、使い心地等が想定と異なるた

め交換したい場合あるいは購入を取りやめたい場合にクーリング・オフ制度を利用すること

ができます。

　関連サービスにおいては、ふとんの洗浄、シミ抜き等を行うクリーニングサービス並びに

古ふとんの補修再生を行うリフレッシュサービスをお客様に提供しております。さらに、お

客様のふとん購入時に不要ふとんを無償回収のうえ、固形燃料（注２）や羽毛原材料に再生

するリサイクルも行っております。当社グループではリサイクルを通じて、ふとんの最終処

分までを行うことで環境への負荷を低減するほか、古ふとん素材の調査を通した新製品の開

発にもつなげております。

（注１）羊の毛皮

（注２）温室栽培の暖房燃料として使用し、そこで収穫したメロンをお客様、工場見学者等への粗品として提供してお

ります。
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② 不動産賃貸事業

　当社グループが所有する不動産を、お客様へ賃貸する事業であります。主な賃貸不動産と

しては、丸八新横浜ビル（神奈川県横浜市）、丸八青山ビル（東京都港区）、パークウェスト

（東京都新宿区）があります。

　

　(8) 主要な営業所及び工場（平成28年３月31日現在）

①当社

神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目８番地12

②子会社

【ダイレクトセールス主要拠点】

地 区 所 在 地

北 海 道 ・ 東 北 北海道札幌市 宮城県仙台市

関 東
埼玉県さいたま市 千葉県松戸市 神奈川県横浜市
東京都世田谷区・町田市・小平市・調布市

中 部 愛知県名古屋市 静岡県浜松市 富山県富山市

関 西 大阪府吹田市

中 国 ・ 九 州 広島県広島市 福岡県福岡市

【国内工場等】

名 称 業務内容 所 在 地

浜 松 工 場 羽毛ふとん製造、リフレッシュサービス 静岡県浜松市

大 久 保 工 場 羊毛敷きふとん製造 静岡県浜松市

磐 田 工 場 クリーニングサービス 静岡県磐田市

袋井リサイクルセンター ふとんリサイクル 静岡県袋井市

【海外工場等】

名 称 業務内容 所 在 地

タイ・ラカバン工場 毛皮寝具・ベッド製造 タイ（バンコク市）

ラ オ ス 工 場 羽毛ふとん側生地加工・刺繍 ラオス（ヴィエンチャン市）

ニュージーランド工場 毛皮製品製造・販売 ニュージーランド（クライストチャーチ市）

MARUHACHI (QINGDAO) TRADING CO., LTD. 貿易業務 中華人民共和国（山東省青島市）

― 11 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月30日 15時30分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　(9) 従業員の状況（平成28年３月31日現在）

①企業集団の従業員数

セグメントの名称 従業員数(名)

寝 具 ・ リ ビ ン グ 用 品 事 業 1,295 (140)

不 動 産 賃 貸 事 業 1 ( 0)

全 社 ( 共 通 ) 28 ( 0)

合 計 1,324 (140)

(注)１．従業員数は就業人員数であります。

２．臨時従業員数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。

３．臨時従業員は、パートタイマー等を含み、派遣社員を除いております。

４．全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

②当社の従業員数

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

29 39.4 3.3 5,563

　(注)１．従業員数は就業人員数であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．平成27年３月期末からの従業員数の減少は、主に当社子会社への異動並びに定年退職者の発生によるものであります。

　(10) 主要な借入先（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,500,000千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,500,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,500,000千円

株 式 会 社 静 岡 銀 行 500,000千円

　(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　株式会社名古屋証券取引所よりご承認いただき、当社株式は平成28年４月８日付で名古屋

証券取引所市場第二部に上場いたしました。
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２．会社の株式に関する事項（平成28年３月31日現在）

　(1) 発行可能株式総数 36,000,000株

　(2) 発行済株式の総数 16,579,060株（自己株式2,263,340株含む）

　(3) 株主数 69名

　(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率

株 式 会 社 洋 大 10,599,800株 74.04％

岡 本 八 大 877,600株 6.13％

岡 本 一 八 756,000株 5.28％

株 式 会 社 静 岡 銀 行 520,880株 3.64％

竹 田 和 雄 160,000株 1.12％

株 式 会 社 り そ な 銀 行 140,000株 0.98％

中 原 景 三 120,000株 0.84％

横 山 久 道 90,000株 0.63％

間 瀬 久 吉 65,000株 0.45％

稲 垣 健 一 57,200株 0.40％

計 13,386,480株 93.51％

（注）１．当社は、自己株式を2,263,340株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３．平成28年４月８日、当社株式が名古屋証券取引所市場第二部へ上場した際に、岡本八大氏は381,800

株、岡本一八氏は260,200株を、それぞれ売出しいたしました。

　

　(5) その他株式に関する重要な事項

　「１．企業集団の現況に関する事項 (11)その他企業集団の現況に関する重要な事項」に

記載のとおりであります。
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３．会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長
おかもと のりゆき
岡 本 典 之 株式会社洋大代表取締役社長

代表取締役社長
たきぐち はるお
瀧 口 陽 夫 　－

取締役副会長
おかもと はちだい
岡 本 八 大 株式会社洋大代表取締役会長

取締役相談役
おかもと かずはち
岡 本 一 八 　－

取 締 役
ひのはら かずお
日野原 和 夫 管理本部長

取 締 役
せ こ まさかず
瀬 古 正 和 株式会社丸八プロダクト代表取締役社長

取 締 役
けんもく ひろし
見 目 裕 志 株式会社丸八真綿販売代表取締役社長

取 締 役
いまむら ひとし
今 村 均 株式会社丸八真綿代表取締役社長

取 締 役
まつもと ひろゆき
松 本 泰 幸

株式会社日本アグリマネジメント代表取締役社長
学校法人グロービス経営大学院教授

常 勤 監 査 役
こばやかわ あきひろ
小早川 明 弘 　－

監 査 役
きのした くにひこ
木 下 邦 彦

木下邦彦公認会計士事務所所長
シンワアートオークション株式会社社外取締役
トクラス株式会社社外監査役

監 査 役
しおざわ よしひさ
塩 澤 好 久 株式会社4030ホールディングス代表取締役

　

（注）１．取締役松本泰幸氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役木下邦彦氏及び塩澤好久氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．当社は、取締役松本泰幸氏、監査役木下邦彦氏及び塩澤好久氏を名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。
４．常勤監査役小早川明弘氏は、長年当社グループの管理部門業務を担当しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有するものであります。
５．監査役木下邦彦氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであり

ます。
６．取締役今村均氏は、平成28年６月28日の当社定時株主総会にて任期満了し、退任となる予定であります。
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　(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役で

あった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の損害賠償責任を、法令の限度に

おいて、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。

　また、会社法第427条第１項の規定により、「取締役（業務執行取締役等であるものを除

く。）及び監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結す

ることができる。但し、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする」旨を

定款で定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたって、その能力

を十分に発揮して、期待される役割を果たすことができる環境を設けることを目的としてい

るものであります。

　現状においては、社外監査役２名と当該責任限定契約を締結しております。

　(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 支給額

取 締 役
（うち社外取締役）

７名
(１名)

117,100千円
(1,200千円)

監 査 役
（うち社外監査役）

３名
(２名)

14,160千円
(2,760千円)

（注）１．期末日現在の取締役９名のうち３名は無報酬かつ役員賞与も無支給であります。
　 ２．平成26年６月25日定時株主総会において取締役の報酬総額は年10億円以内、監査役の報酬総額は年

50,000千円以内と決議いただいております。
　 ３．社外役員が、当社の親会社等又は当社親会社等の子会社等から役員として受けた報酬等はありませ

ん。
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(4) 社外役員に関する事項

　①重要な兼職先である法人等と当社との関係

氏 名 重要な兼職その他の状況

取締役
松 本 泰 幸

株式会社日本アグリマネジメントの代表取締役社長のほか、学校法人グ
ロービス経営大学院教授（アカウンティング、ファイナンス）を兼職し
ております。当社と兼職先との間に記載すべき取引関係はありません。

監査役
木 下 邦 彦

木下邦彦公認会計士事務所所長のほか、シンワアートオークション株式
会社社外取締役並びにトクラス株式会社社外監査役を兼職しております。
当社と兼職先との間に記載すべき取引関係はありません。

監査役
塩 澤 好 久

株式会社4030ホールディングス代表取締役を兼職しております。当社と
兼職先との間に記載すべき取引関係はありません。

　

　②主要取引先等特定関係事業者との関係

　 該当事項はありません。

　③当事業年度における主な活動状況

氏 名 主な活動状況

取締役
松 本 泰 幸

主に企業経営並びに金融の分野においての豊富な経験と高い見識に基づ
き、発言及び助言を行っております。なお、取締役会は16回中（書面決
議は除く）16回出席しております。

監査役
木 下 邦 彦

主に財務及び会計に関する観点から、発言及び助言を行っております。
なお、取締役会は16回中（書面決議は除く）14回出席しております。

監査役
塩 澤 好 久

主に企業経営における豊富な経験と高い見識に基づき、発言及び助言を
行っております。なお、取締役会は16回中（書面決議は除く）15回出席
しております。
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４．会計監査人に関する事項

　(1) 会計監査人の名称

　 新日本有限責任監査法人

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
そ の 他 の 財 産 上 の 利 益 の 合 計 額

30,000千円

（注）１．当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見積りの算出根
拠等について検討した結果、会計監査人の報酬等の額について、監査品質を維持向上していくために
合理的な水準であると判断し、会社法第399条第１項の同意を行っております。

　 ２．会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等
の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額にはこれらの合計額を記載し
ております。

　

　(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

　(4) 子会社の監査に関する事項

　当社の連結子会社であるG L BOWRON & CO LIMITEDは、当社の会計監査人である新日本有

限責任監査法人と同一のネットワークに属するErnst & Youngの監査を受けております。

　(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断した場

合は、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき

当該議案を株主総会の会議の目的とすることといたします。

　また、監査役会は会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られ、かつ改善の見込みがないと判断した場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が会

計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は解任後最初に招集され

る株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任理由を報告いたします。
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　(6) 会計監査人が現に受けている業務停止処分

金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分の内容の概要

①処分対象

　新日本有限責任監査法人

②処分内容

　・契約の新規の締結に関する業務の停止 ３月

　 （平成28年１月１日から同年３月31日まで）

　・業務改善命令（業務管理体制の改善）

③処分理由

・他社の財務書類の監査において、相当の注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重大

な虚偽のないものとして証明したため

・当監査法人の運営が著しく不当と認められたため

５．会社の体制及び方針

　(1) 業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

　当社グループの「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他業務の適正を確保するための体制」は以下のとおりであります。
　
Ⅰ．当社及び当社子会社からなる企業集団（以下、「当社グループ」という。）の取締役の職

務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　
　当社は、当社グループの経営に関する管理・監督機能を担う持株会社である。当社は、当

社グループの社会的責任及び株主その他の利害関係人との関係に配慮しつつ、企業価値の向

上を図ることを目的とし、以下のとおり、当社グループの取締役の職務の執行が法令及び定

款に適合することを確保するための体制を構築する。
①取締役会が当社グループの経営方針の決定を行い、執行を監視する。取締役は、法令を

遵守し、善管注意義務を果たし、経営方針に基づき職務を執行する。また、取締役は、
当社グループの役割分担と連携に留意しつつ、情報の共有と適切な情報開示を行う。

②取締役は、当社グループの企業理念である「人々の健康な生活のためにクオリティの高
い眠りの提供に努め 企業価値を高めることで社会の進歩と発展に貢献し 全社員の成長
と幸福を追求する」に基づき、寝具・リビング用品及び関連サービス等を、広く社会か
ら支持される方法で誠実に提供するにあたり、法令、定款、社内規程などの遵守を確保
するために、当社が定めた企業倫理宣言並びにコンプライアンス管理規程を実践する。

③取締役は、当社グループ各社について、法令の遵守、財務報告の信頼性確保、業務の効
率化、資産の保全等の観点から、有効かつ実効的な内部統制が確保されるよう体制の整
備を行う。
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Ⅱ．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　
　当社の株主総会、取締役会その他重要会議の決定のプロセス及びその重要な決定事項の執

行について、文書管理規程、文書マニュアル等の規程体系を整備し、書面または電磁的媒体

に記録し保存すること及び使用人に対する教育・モニタリングを実施すること等により、情

報の保存及び管理を適正に行う。また、当社は、子会社に対し、取締役の職務の執行に係る

事項について、当社と同様に電子媒体を含む情報の適切な保存及び管理がなされるよう、そ

の指導を行う。

Ⅲ．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　
①当社の取締役会直轄のリスク委員会を設置し、当社グループの全社的なリスクマネジメ

ントを行う。当社グループの各部門が対処することが相当と判断されるリスクについて

は、リスク委員会が、それらの活動に関し点検・助言・指導を行う。
②当社グループの製品の品質、情報システムのセキュリティ、機密情報（個人情報を含

む）流出、売掛金回収、カントリーリスク、販売コンプライアンス違反等に起因する損

失のリスクの顕在化については、当社の経営企画室が主管し、当社グループ各部門が協

力して対応する。これらのリスク回避のために、当社は各種規程、マニュアルを定め、

当社グループ使用人に適宜適切な研修・教育を実施する。
③当社の内部監査室及び監査役がそれぞれの当社グループ各部門での監査において、リス

クを認識した場合は、当社の取締役社長に報告する。

Ⅳ．当社グループ取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　
①当社グループ各社の経営陣の規模は、当社グループの事業環境、経営戦略、経済情勢ま

たは法令等の変化に機動的に対応できるものとする。
②当社の取締役会が当社グループの経営の基本方針と戦略及び重要な職務執行にかかる事

項を決定し、職務執行を行う子会社取締役との連携を図る。
③組織規程、業務分掌規程及び職務権限規程に従って職務執行を行うことにより、当社グ

ループ各社において取締役の職務執行の効率化を図る。
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Ⅴ．当社グループ使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　
①コンプライアンス管理規程を制定し、当社グループ各社のコンプライアンス活動の組織
体制及び運営方法を明確にする。コンプライアンス管理規程に基づき、当社グループ各
社各部門の責任において指導及び教育を実施し、かつ、コンプライアンス活動が適切に
行われているかを評価、検証し、またその改善を図る。

②当社グループ各社においては、使用人は誰でも、職務執行過程において、法令・規則・
定款等との適合性を疑わせるような事態に直面した場合は、当社の法務グループまたは
必要に応じて弁護士の意見を求めることができることとし、また、コンプライアンスに
関する相談、通報制度として公益通報窓口を設置する等の体制を整備し、コンプライア
ンスの実効性を図る。

③コンプライアンス管理規程に基づき、コンプライアンス委員会及び販売コンプライアン
ス会議を定期的に開催し、当社グループ全体で、コンプライアンスに関して継続的に取
り組むものとする。

④反社会的勢力に対しては、反社会的勢力対策規程を定め、対応部署の設置、外部専門機
関等との連携、反社会的勢力に関する情報の収集等、不当・不法な要求に対して毅然と
して排除する体制を整備するとともに、反社会的勢力と一切の関係を遮断し、当社グル
ープ各社が同様の体制を取るものとする。

　

Ⅵ．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　
①当社は子会社に対しては、当社の支配の状況、各子会社の業務の内容、各子会社に適用
される法令の内容等を精査し、子会社毎に業務の適正を確保するための体制を検討す
る。

②当社は持株会社として、グループで統一的に管理する部分と子会社毎で管理する部分と
を見極め、当社グループにおける業務の適正を確保するため、情報伝達手段、監査制度
の充実等を柱とする体制を構築する。

　

Ⅶ．当社子会社取締役等の職務執行に係る事項の報告に関する体制
　
①当社の代表取締役は、子会社取締役を兼務するか、または子会社の取締役会にオブザー
バーとして出席することで、子会社取締役等の職務執行状況を把握し、当社の定例取締
役会で報告する。

②関係会社管理規程に基づき、当社経営企画室が子会社管理の主管となる。経営企画室
は、子会社各社の月次業績等の業務執行状況報告を子会社の代表取締役に義務付けてい
る。経営企画室は、当該報告内容を当社代表取締役へ報告する。

③職務権限規程に基づき、グループ全体又は経営の根幹に係る重要事項については、子会
社が稟議書等により起案し、経営企画室に報告され、当社取締役会での審議を経て、対
応を決定することで、企業集団としての意思統一を図る。

― 20 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月30日 15時30分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



Ⅷ．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びにその使用人に
対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

　
①現在、監査役を補助すべき使用人は置いていないが、必要に応じ、監査役の職務を補助
するための使用人を置くこととする。なお、監査役の職務を補助する使用人の身分の決
定は、監査役の同意を得て行う。

②監査役の職務を補助する使用人は、原則として当社の業務執行に係る職務を兼務せず監
査役の指揮命令下で職務遂行し、取締役及び使用人からの指揮命令は受けないものとす
る。また、その評価については監査役の意見を尊重する。

③ただし、前項については、兼務使用人が補助に当たる場合もあり、補助の期間が終了し
た場合は従前の指揮命令下に戻るものとする。なお、監査を通じて知り得た会社情報
は、許可無く他の取締役・使用人等に漏洩してはならない。

　
Ⅸ．当社グループの取締役及び使用人が当社の監査役に報告するための体制、その他の当社

の監査役への報告に関する体制
　
①監査役会規程及び監査役監査基準に基づき、当社の監査役は重要な会議に出席し、意見
を述べるとともに、代表取締役をはじめとする取締役と随時会合を持ち、経営方針を確
認し、当社グループが対処すべき課題、会社を取り巻くリスクの他、監査役監査の環境
整備状況、監査上の重要課題等について意見を交換する。

②当社グループの取締役、監査役及び使用人が当社の監査役会または監査役に対して報告
する体制を持つ。

③当社の監査役が当社グループの取締役及び使用人に対して質問し、または書類若しくは
資料の提出を求めた場合、対応する体制を持つ。

④当社の監査役が、当社グループ各社の重要会議への出席等が必要と判断した場合の会議
への出席、及びそれら会議の議事録の閲覧、監査に関する体制を持つ。

⑤子会社の監査役に対し、子会社取締役会資料等や監査結果の情報を提出させること等が
できる体制を持つ。

⑥当社の監査役は、会計監査人、内部監査室と、必要な範囲で業務の連携と情報の共有化
を図る。

　
Ⅹ．当社の監査役へ報告したことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するた

めの体制
　
　当社グループは、当社の監査役への報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対
し、当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社
グループの取締役及び使用人に周知徹底する。
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XI．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事

項
　
　当社は、当社の監査役がその職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還等の請求
をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当
該費用または債務を処理する。

　

　(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社では、前記の「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制その他業務の適正を確保するための体制」に基づいて、内部統制システムの整備とその

適切な運用に努めております。当事業年度におけるその運用状況は次のとおりであります。

①当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、定例取締役会を12

回、臨時取締役会を４回開催（書面決議は除く）いたしました。
②コンプライアンス管理規程に基づき、企業の社会的責任を深く自覚し、コンプライアン

スの徹底を図ることを目的として、当社の代表取締役社長、取締役管理本部長、内部監

査室長等のほか、中間統括会社代表取締役社長又は同社代表取締役社長より任命された

者により、コンプライアンス委員会を四半期に１度開催しております。
③リスク委員会規程に基づき、当社代表取締役社長、常勤取締役、経営企画室長等により

構成されるリスク委員会を四半期に１度開催しております。
④中間統括会社の３社にもそれぞれ取締役会及び監査役を置き、さらに製品・製造管理の

統括等を担う㈱丸八プロダクトには製造開発委員会を、ダイレクトセールス会社を統括

する㈱丸八真綿販売には販売戦略委員会並びに販売コンプライアンス会議を設置し、そ

れぞれ専門分野での顧客のニーズや市場の動向、コンプライアンスに関して迅速かつ機

動的な対応ができるよう権限を付与しております。
⑤グループ企業体としての結束強化のほか、経営方針の共有並びに業務執行の適正化を図

るため、２ヶ月に１度、グループ各社社長等が一堂に会するＴＯＰ会を開催しておりま

す。
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　(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主への還元を第一として、配当原資確保のための収益力を強化し、継続的かつ

安定的な配当を行うことを基本方針としております。

　内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に備え、お客様のニーズに

応える体制を強化することを目的に、新製品・商品開発の他、生産設備の改修・増設等に投

資してまいりたいと考えております。これにより、更なる経営体質の強化に努めてまいりま

す。

　当社は、期末配当は３月31日、中間配当は９月30日をそれぞれ基準日として、法令に別段

の定めのある場合を除き剰余金の配当等を取締役会の決議により行う旨の定款規定を設けて

おります。

　第４期事業年度の剰余金の配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、平

成28年５月12日の取締役会にて１株当たり30円と決定いたしました。配当性向は30.7％とな

っております。なお、当事業年度にかかる中間配当はありません。次期（第５期事業年度）

の剰余金の配当予想につきましては、期末配当において１株当たり30円、配当性向32.3％を

見込んでおります。
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連 結 貸 借 対 照 表
平成28年３月31日現在

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 34,103,154 流 動 負 債 4,710,673

現 金 及 び 預 金 19,490,369 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 758,387

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 7,791,153 1年内返済予定の長期借入金 500,000

有 価 証 券 1,668,466 未 払 金 765,191

た な 卸 資 産 4,616,502 未 払 法 人 税 等 223,209

繰 延 税 金 資 産 142,105 賞 与 引 当 金 231,806

そ の 他 463,759 返 品 調 整 引 当 金 100,326

貸 倒 引 当 金 △69,202 割 賦 利 益 繰 延 1,408,536

固 定 資 産 20,591,041 そ の 他 723,214

有 形 固 定 資 産 18,175,034 固 定 負 債 6,134,257

　建 物 及 び 構 築 物 19,735,280 長 期 借 入 金 4,500,000

　 減 価 償 却 累 計 額 △15,239,821 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 50,632

　 建物及び構 築 物 （純 額） 4,495,459 退 職 給 付 に 係 る 負 債 435,290

　機 械 装 置 及 び 運 搬 具 5,966,587 長 期 預 り 保 証 金 1,098,390

　 減 価 償 却 累 計 額 △5,598,301 そ の 他 49,945

　 機械装置及び運搬具（純額） 368,285 負 債 合 計 10,844,930

　工 具、 器 具 及 び 備 品 829,365 純 資 産 の 部

　 減 価 償 却 累 計 額 △635,961 株 主 資 本 45,581,382

　 工具、器具及び備品（純額） 193,404 資 本 金 100,000

土 地 13,113,470 資 本 剰 余 金 3,110,246

建 設 仮 勘 定 4,414 利 益 剰 余 金 47,008,860

無 形 固 定 資 産 94,206 自 己 株 式 △4,637,723

投 資 そ の 他 の 資 産 2,321,801 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △1,732,117

　投 資 有 価 証 券 1,770,193 その他有価証券評価差額金 25,161

　繰 延 税 金 資 産 157,359 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △8,678

　そ の 他 429,549 為 替 換 算 調 整 勘 定 △1,748,599

　貸 倒 引 当 金 △35,301 非 支 配 株 主 持 分 0

純 資 産 合 計 43,849,265

資 産 合 計 54,694,196 負 債 純 資 産 合 計 54,694,196
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連 結 損 益 計 算 書

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 22,147,609

売 上 原 価 9,343,354

売 上 総 利 益 12,804,254

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,688,435

営 業 利 益 2,115,818

営 業 外 収 益

受 取 利 息 320,493

受 取 手 数 料 119,025

受 取 配 当 金 9,981

そ の 他 53,713 503,213

営 業 外 費 用

支 払 利 息 22,458

為 替 差 損 704,548

有 価 証 券 売 却 損 6,591

そ の 他 3,224 736,822

経 常 利 益 1,882,209

特 別 利 益

有 形 固 定 資 産 売 却 益 9,249

受 取 保 険 金 88,945 98,195

特 別 損 失

有 形 固 定 資 産 除 却 損 71,803

減 損 損 失 27,760

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 35,620 135,184

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,845,220

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 479,007

法 人 税 等 調 整 額 △30,989 448,017

当 期 純 利 益 1,397,202

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 0

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,397,202
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連結株主資本等変動計算書

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100,000 3,110,246 46,005,340 △4,637,723 44,577,862

当期変動額

剰余金の配当 △393,682 △393,682

親会社株主に

帰属する当期純利益
1,397,202 1,397,202

株主資本以外

の項目の当期変動額

（純額）

当期変動額合計 － － 1,003,520 － 1,003,520

当期末残高 100,000 3,110,246 47,008,860 △4,637,723 45,581,382

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算

調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 121,319 4,891 △1,111,426 △985,216 0 43,592,646

当期変動額

剰余金の配当 △393,682

親会社株主に

帰属する当期純利益
1,397,202

株主資本以外

の項目の当期変動額

（純額）

△96,157 △13,569 △637,173 △746,901 － △746,901

当期変動額合計 △96,157 △13,569 △637,173 △746,901 － 256,619

当期末残高 25,161 △8,678 △1,748,599 △1,732,117 0 43,849,265
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貸 借 対 照 表
平成28年３月31日現在

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 773,397 流 動 負 債 83,604

現 金 及 び 預 金 612,577 未 払 金 53,160

未 収 入 金 62,254 未 払 費 用 2,270

未 収 還 付 法 人 税 等 89,032 未 払 法 人 税 等 7,497

繰 延 税 金 資 産 7,786 預 り 金 2,630

そ の 他 流 動 資 産 2,082 賞 与 引 当 金 16,216

貸 倒 引 当 金 △335 そ の 他 流 動 負 債 1,829

固 定 資 産 35,965,929 負 債 合 計 83,604

有 形 固 定 資 産 532 純 資 産 の 部

工 具 器 具 備 品 971 株 主 資 本 36,655,722

減 価 償 却 累 計 額 △438 資 本 金 100,000

無 形 固 定 資 産 161 資 本 剰 余 金 40,172,224

ソ フ ト ウ ェ ア 161 そ の 他 資 本 剰 余 金 40,172,224

投 資 そ の 他 の 資 産 35,965,236 利 益 剰 余 金 1,021,221

関 係 会 社 株 式 35,963,948 利 益 準 備 金 25,000

敷 金 保 証 金 1,257 そ の 他 利 益 剰 余 金 996,221

繰 延 税 金 資 産 30 別 途 積 立 金 84,079

繰 越 利 益 剰 余 金 912,141

自 己 株 式 △4,637,723

純 資 産 合 計 36,655,722

資 産 合 計 36,739,327 負 債 及 び 純 資 産 合 計 36,739,327
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損 益 計 算 書

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益

　 関 係 会 社 経 営 管 理 料 584,291

　 関 係 会 社 受 取 配 当 金 500,000 1,084,291

営 業 費 用

　 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 522,052 522,052

営 業 利 益 562,239

営 業 外 収 益

受 取 利 息 102

そ の 他 の 営 業 外 収 益 288 391

営 業 外 費 用

為 替 差 損 3 3

経 常 利 益 562,626

税 引 前 当 期 純 利 益 562,626

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 20,571

法 人 税 等 調 整 額 325 20,897

当 期 純 利 益 541,728
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株主資本等変動計算書

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益
剰 余 金

別途積立金

当 期 首 残 高 100,000 40,172,224 40,172,224 25,000 84,079

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － －

当 期 純 利 益 － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － －

当 期 末 残 高 100,000 40,172,224 40,172,224 25,000 84,079

株主資本

純資産
合 計

利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 764,095 873,175 △4,637,723 36,507,675 36,507,675

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △393,682 △393,682 － △393,682 △393,682

当 期 純 利 益 541,728 541,728 － 541,728 541,728

当 期 変 動 額 合 計 148,046 148,046 － 148,046 148,046

当 期 末 残 高 912,141 1,021,221 △4,637,723 36,655,722 36,655,722
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連結計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成28年５月23日

株式会社丸八ホールディングス
　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田宮 紳司

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 加山 秀剛

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社丸八ホールディングスの平成２７年４月
１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証
を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作
成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、株式会社丸八ホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成28年５月23日

株式会社丸八ホールディングス
　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田宮 紳司

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 加山 秀剛

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社丸八ホールディングスの平成２７
年４月１日から平成２８年３月３１日までの第４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
　

監 査 報 告 書
平成28年５月30日

株式会社丸八ホールディングス監査役会

監査役（常勤） 小早川 明 弘

社外監査役 木 下 邦 彦

社外監査役 塩 澤 好 久

当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第４期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役
が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、

取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部

門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実
施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会
社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項
及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂
行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
　（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事

業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

以 上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

１．議決権の代理行使の勧誘者 株式会社丸八ホールディングス

代表取締役社長 瀧 口 陽 夫

２．議案及び参考事項
　

議 案 取締役９名選任の件

　本定時株主総会の終結の時をもって取締役９名全員が任期満了となりますので、取締役９名の
選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。
　

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

おかもと のりゆき

岡 本 典 之
(昭和35年４月４日)

昭和61年１月

平成６年４月

平成10年４月

平成12年12月

平成14年４月

平成18年６月

平成22年６月

平成24年４月

平成25年８月

株式会社丸八真綿入社

同社取締役

同社常務取締役

同社代表取締役副社長

同社代表取締役社長

同社代表取締役会長

株式会社洋大代表取締役社長（現任）

当社取締役会長

当社代表取締役会長（現任）

55,600株

たきぐち はるお

瀧 口 陽 夫

(昭和32年２月５日)

昭和54年４月

平成10年４月

平成20年４月

平成21年６月

平成24年４月

株式会社丸八真綿入社

同社システム開発部部長

同社総務経理統括責任者

同社代表取締役社長

当社代表取締役社長（現任）

10,000株

おかもと はちだい

岡 本 八 大

(昭和46年２月18日)

平成５年４月

平成12年６月

平成15年６月

平成21年６月

平成22年６月

平成24年４月

株式会社丸八真綿入社

同社執行役員

同社常務取締役

同社取締役副会長

株式会社洋大代表取締役会長（現任）

当社取締役副会長（現任）

495,800株

おかもと かずはち

岡 本 一 八

(昭和12年３月10日)

昭和37年10月

昭和44年６月

昭和56年１月

平成元年１月

平成24年４月

株式会社丸八織物（現株式会社丸八真綿）設立、取締役

株式会社丸八真綿専務取締役

同社代表取締役社長

同社代表取締役会長

当社取締役相談役（現任）

495,800株
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氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

ひのはら かずお

日野原 和 夫
(昭和34年７月７日)

昭和57年４月
平成15年４月
平成22年６月
平成24年４月
平成26年４月
平成27年６月

株式会社丸八真綿入社
同社人事部部長
同社取締役（現任）
当社取締役
当社取締役総務・人事・法務・広告宣伝担当
当社取締役管理本部長（現任）

10,000株

やすだ あきひこ

安 田 明 彦
(昭和30年１月30日)

昭和53年４月
平成15年４月
平成20年５月
平成20年６月

株式会社丸八真綿入社
株式会社ハッチファイナンス管理部長
株式会社ハッチ代表取締役社長（現任）
株式会社丸八真綿取締役（現任）

8,000株

せ こ まさかず

瀬 古 正 和
(昭和33年11月26日)

昭和56年４月
平成15年４月
平成20年６月
平成24年４月
平成24年６月

株式会社丸八真綿入社
同社仕入部部長
同社取締役
当社取締役（現任）
株式会社丸八真綿販売（現株式会社丸八プロダクト）
代表取締役社長（現任）

10,000株

けんもく ひろし

見 目 裕 志
(昭和28年４月29日)

昭和58年３月

平成17年11月
平成27年６月

株式会社西関東丸八真綿
（現株式会社ユメックスマルハチ）入社
同社代表取締役社長
当社取締役（現任）
株式会社丸八真綿販売代表取締役社長（現任）

10,000株

まつもと ひろゆき

松 本 泰 幸
(昭和39年11月15日)

昭和62年４月
平成14年10月

平成18年８月
平成26年11月

株式会社東京銀行（現株式会社三菱東京UFJ銀行）入行
株式会社グロービス（現学校法人グロービス経営大学院）
教授（現任）
株式会社日本アグリマネジメント代表取締役社長（現任）
当社取締役（現任）

― 株
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（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．安田明彦氏は、平成28年６月14日の株式会社丸八真綿定時株主総会並びに取締役会を経て、同社代表

取締役社長へ就任する予定であります。
３．松本泰幸氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は松本泰幸氏を名古屋証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４．松本泰幸氏につきましては、大手金融機関並びに事業会社勤務を経て、現在は農業経営コンサルティ

ング企業の経営者として活動するかたわら、学校法人グロービス経営大学院にてアカウンティング並
びにファイナンスの教授を務め、金融並びに企業経営にかかる豊富な経験に基づく識見を有している
ため、当社取締役の業務執行を客観的に監督する役割を期待しており、社外取締役として選任をお願
いするものであります。

５．松本泰幸氏の当社社外取締役就任期間は本定時株主総会終結の時をもって１年８ヶ月となります。
６．松本泰幸氏は当社又は当社の子会社の業務執行者又は役員であったことはありません。
７．松本泰幸氏は当社の親会社等ではなく、また過去５年間に当社の親会社等であったこともありませ

ん。
８．松本泰幸氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員ではなく、また過去５年間に当社の特定

関係事業者の業務執行者又は役員であったこともありません。
９．松本泰幸氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、ま

た過去２年間に受けていたこともありません。
10．松本泰幸氏は、当社の親会社等、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三

親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。
11. 松本泰幸氏は、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割若しくは事業の譲受けにより当社が権利義務

を承継した株式会社において、当該合併等の直前に業務執行者であったことはありません。

以 上
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新横浜駅

株主総会会場

＊

横浜アリーナ

＊新横浜国際ホテル

フジビューホテル

＊

＊みずほ銀行横浜信用金庫

＊

城南信用金庫＊

＊

ドコモショップ

三井住友銀行

＊
＊新横浜国際ホテル

南館宴会場

＊

三菱東京ＵＦＪ銀行

＊富士通

常和新横浜ビル

＊

＊

横浜銀行事務センター

★

市営地下鉄⑦番出口

駅前ロータリー

キュービックプラザ新横浜

横浜銀行＊

＊

新横浜プリンスペペ

新横浜プリンスホテル

＊

＊

新横浜グレイスホテル

← 至 小田原 至 東京 →

★

株主総会会場ご案内図
　

　

　

開催場所 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目８番地12

当社本店 地下１階コットンスクエア（丸八新横浜ビル）

電 話 （045）471-0808 （代表）
　

　

・ＪＲ東海道新幹線・横浜線「新横浜駅」下車 徒歩約６分

・横浜市営地下鉄「新横浜駅」下車 ⑦番出口 徒歩約４分

駐車場はございませんので、公共交通機関をご利用いただきますようお願い申し上げます。
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